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オプション契約の認識と測定の基礎－FASB1991年『討議資料』を中心に－

今田正

はじめに

こんにち，アメリカにおいても，オプションに関する統一的会計基準は確

立していない。オプションに関する概念，処理に関連するいくつかの基準書
（1）

を上げれば，「財務会計基準ステイトメント」第52号「外貨の換算」，同第
（2）

80号「先物契約の会計」，同第12号「市場性ある有価証券についての会
（3）

計」がある。また特に，AICPAは1986年，『討議報告書』「オプションの会
（41

計」を表した。これは正式の会計基準書ではないが，オプションの会計処理

に関する諸見解を明らかにしている。しかし，これらの「基準書」のどれも

が，特にオプション会計の処理法をとりあつかっているわけではない。「ス

テイトメント」第52号は先渡契約を詳細に規定し，ヘッジとスペキュレーシ

ョンの概念を導入した。この問題は「ステイトメント」第80号において，も

っぱら先物契約との関係でさらに展開されたのである。かくて，FASBは
（5）

1991年『討議資料』「金融商品の認識と測定に関する諸問題の分析」を表し

たが，同『討議資料』昼FASB金融商品プロジェクトがいう6つの「基礎

的金融商品」の一つとしてオプションの会計の認識と測定問題の基礎的方向

性を提示している。

オプション取引とは，（例えば，特定の金融商品，株価指数，株式，債券先物等）

の将来の値上り，値下りの予想のもとに，一定の期日までに，一定の価格で

売ったり，買ったりする権利を売買する契約である。そうして，オプション

の取得の対価としてプレミアムが支払われるのである。ところで，オプショ
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ンが用いられる領域にはスペキュレーション (specuration)，ヘッジイング

(hedging) ， トレーデ、イング (trading)，利殖(incomeenhancement) とい

ったものがあるが，問題は，その会計方針が異なってくることである。しか

し，これらオプション取引の差異にもかかわらず，オプション契約は基本的

に(1)初期認識， (2)評価， (3)損益の認識という 3つの側面を有している。これ

らはまさにオプション会計の認識と測定の問題であり，本稿では上記の

FASB W討議資料』を中心に，オプション会計の基礎概念を整理することに

よって，伝統的会計からの離脱を計るその会計的特徴を明らかにしたい。

〔註〕

(1) FASB， Statement of Financial Accountiong Standards No.52， Foreign Currency 

Translation， Decem ber 1981. 

(2) FASB， FASB Statement No.80， Accounting for Futures Contract， August 1984. 

(3) FASB， FASB Statement No.12， Accounting for Certain Marketable Securities， 

December 1975. 

(4) AICPA， Issues Paper 86-2， Accounting for Options， March 1986. 

(5) FASB， Disussion Memorandum， An analysis of issues related to Recognition and 

Measurement of Financial Instruments， May 1992. 

(6) Tiner，]. 1. and Conneely， ]. M.， Accounting for Treasury Products， 2nd ed.， 

Woodhead-Faulkner， 1992， p.86. 

1 .オプション取引の基礎概念

(1) 用語の定義

FASBは金融商品の認識と測定に関する基準設定に関して，基礎的商品

アプローチを採用し，その6つの基礎的金融商品のーっとして， r金融オプ

ョン契約」を挙げた。オプションとはなにか。『討議資料』は「金融オプシ
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ョン契約J(financial option contract)を定義していう (2)金融オプション契

約とは a.ある実体 (optionwriter)をして他の実体 (optionholder)に

対して，ホルダーの指揮権 (thecontrol)に事象が生じた場合，潜在的に不

利な条件で金融商品を交換する責務を果たすか b.オプション・ホルダー

にホルダーの指揮権に事象が生じた場合，潜在的に有利な条件で金融商品を

オプション・ライターと交換する権利を与える契約である， と。ここで，交

換を行使する一方の実体の指揮権における事象の生起とは，通常，権利を行

使するオプション・ホルダーの意思決定であるという。その定義は極めて抽

象的である。一方， AICPAイッシュ・ペーパー (AICPA， Issues Paper 86 

-2)は「オプション」をつぎのように定義する。

オプションは，そのホルダーに特定のあるいは標準化された商品，あるい

は金融ないし持分商品を限定された期間中に特定の価格で買う権利 (call)

または売る権利 (put)を要請するのでなく，容認する (al1owing)契約で

ある，と。このように，オプションは売買権であり，ホルダーをして対象商

品 (under1yinginstrument or commodity)を限定された期間中に特定の価

格で売る権利を与える契約であるプット・オプション (putoption) とホル

ダーをして対象商品を限定された期間中に特定の価格で買う権利を与える契

約であるコール・オプション (calloption) とからなるとされる。

かくして，ホルダーはオプション契約の買い手であり，オプションを行使

する権利を有し，ライターはオプションの売り手であり，ホルダーのオプシ

ョン行使の選択に従ってオプション契約の責務を果さねばならな

い。つまり，ホルダーは，代価を支払って売買権を取得し，オプションの行

使(不行使)をその意思に従って決定しうる。一方，ライターは売買権を付

与し，オプションの行使を受容する義務を負うのである。

(2) オプション・ホルダーとライターの位置

いずれにしても，オプションのライターは「オプションJという権利を付
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与することによってホルダーの権利行使に応じる義務を負う。ホルダーは支

払対価(オプション・プレミアム)の額を限度としてリスクを負い，ライター

は無限のリスクを負う。換言すれば，リスクの不均衡をカバーするのがオプ

ション・プレミアムの存在ともいえるのである。

『討議資料』はホルダーとライターの対立的な経済的位置について以下の

ように規定する。

オプションの定義においてあきらかなように，オプションはその契約が潜

在的に有利である限りにおいてホルダーにとって価値がある。その最も明確

な潜在的有利性の源泉はオプションの契約上確定された対象商品の行使価格

と市場価格 (marketprice)との差額である。なんとなれば，オプション契

約はホルダーに交換を義務づけるわけではなし、から，ホルダーにとって不利

な交換取引は生じない。唯一ありうる不利な結果はオプション契約がオプシ

ョン権取得にあたって支払ったプレミアム以下の価値しかないことがあきら

かになった場合のみである。ただし，オプション・ホルダーの契約上の潜在

的有利性は不確実であり，オプション期間における市場価格および金利の変

動に従って変化する。「コール」のホルダーにとって一般的に有利な条件は

潜在的交換において受取るであろう商品の市場価格が行使価格より高い場合

である。一方， rプット」のホルダーにとって，一般的に有利な条件は潜在

的交換取引において引渡されるであろう商品の市場価格が行使価格より低い

場合である。また，潜在的交換取引が，ある非金融商品と他の非金融商品と

のバーター (berter)である場合， rバーター・オプション」のホルダーに

とって一般的に有利な条件は，潜在的交換取引において受取られるであろう

商品の市場価格が引渡されるであろう金融商品の市場価格より高いという場

合である。

つぎに，オプション・ライターの立場はどうか。オプションはライターに

とっては当該契約条件が潜在的に不利であればある程，負担となる。その最

も明確な源泉は，オプション契約上確定された行使価格と対象商品の市場価



オプション契約の認識と測定の基礎 119 

格との差額であるが，ライターにとってダウンサイドのリスクであれば逆に

それはホルダーにとってはアップサイドの潜在的有利性となる。そうして，

ホルダーにとっては不利な交換取引は起こらない(何故ならば，オプション契

約上ホルダーは，何らの義務を負わない)と同様，オプションはライターにとっ

てはけっして有利な交換となることはない。ライターにとって有利となる唯

一の可能性は契約が行使されないか，その引受けにおいて受取ったプレミア

ム以下の負担ですむ場合である。

ホルダーのオプション契約からの潜在的有利性と同様，ライターの潜在的

な不利性も不確実であり，それはまた，期間中における市場価格および金利

の変動に従って変わってくる。「コール」のライターにとっては潜在的交換

取引において引渡されるであろう商品の市場価格が行使価格より高い場合，

その条件は一般に不利となる。たとえば，行使にあたって，その行使日にお

ける市場価格が100ドルである普通株が90ドルで売ることを要求されるとす

れば，コール・ライターにとっては当該株式が当初90ドル以下で取得された

としても，この条件は不利なものとなる。また， Iプット」のライターにと

っては，もし潜在交換取引において受取るであろう商品の市場価格が行使価

格より低い場合，一般に不利となる。もし，潜在的交換取引がある非金融商

品と他のそれとのパーターである場合， Iパーター」のライターにとっては，

一般に，引渡される商品の市場価格が受けとられる商品のそれより高い場合

は不利となる。

(3) オプション価値の要素

オプションの総額の最も単純な関係は，本源的価値(intrinsicvalue) と

時間的価値 (timevalue)によって考察される。本源的価値はオプション契

約の対象商品の市場価格と行使価格との差額であり，通常，それはオプショ

ンが「インザ・マネーJ(in-the-money)の額である。コール・オプション

に関しては，本源的価値とは対象商品の市場価格が契約上の行使価格を上回
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る額であり，プット・オプションについては，本源的価値は行使価格が対象

商品の市場価格を超過する額である。

また，時間的価値はオプション契約の総額のうちオプション契約の満期日

までの残余期間に帰属する部分であり，割引効果 (effectof discounting) 

と変動価値 (volati1ityvalue)からなり，時間的価値の額はオプション総額

から本源的価値を控除して決定される。

すなわち，オプション契約時に支払われた額がプレミアムであり，それは

2つの価値，本源的価値と時間的価値とからなるとされる。コールの本源的

価値コールが in-the-money，すなわちオプション対象項目の時価が行使価格

を超える額である。したがって，オプションが at-the-money(コールまたは

プット行使価格と対象項目の時価が等しい場合)または out-of-the-money(コール

の場合，その行使価格が時価を上回る場合)であるとき，プレミアムは本源的価

値を含まないことになる。いま一つの要素である時間的価値はプレミアムか

ら本源的価値を控除した額に等しい。

〔註〕

(1) FASB， Discussion Memorandum， Recognition and Measurement of Financial 1n-

struments， para. 11， 20. 

(2) 昂id.，para.3.4. 

(3) AICPA， Issues Paper 86-2， para. 17. 

(4) (5) 昂id.，para. 17. 

(6) FASB， Discussion Memorandum， para. 3.11. 

(7) Ibid.， para. 3.12. 

(8) Ibid.， para. 3.13. 

(9) 昂id.，para. 3.14. 

(10) lbid.， para.3.15. 

(ll) 昂id.，para. 3.19. 

(1~ Ibid.， para. 3.21. 
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2 .オプションの認識と測定

(1) 認識の基礎

FASBは金融商品の認識と測定に関する基準設定に関して，基礎的金融

商品アプローチを採用し 6つの基礎的金融商品のーっとして， I金融オプ

ション契約」をかかげた。

では，オプション会計の基礎はなにか。 FASBW討議資料~ I金融商品の

認識と測定に関する諸問題の分析」はオプションの認識に関し，それはいか

なる資産，負債が金融オプションから生起し，いつ認識されるべきかという

二つの問題からなるとする。

オプション・プレミアムに関する会計処理法には，一つには，支払プレミ

アムをその支払時に費用処理し，権利行使等に伴う確定損益を別途処理する

方法が存在する。これに対して， W討議資料』は支払プレミアムの資産，負

債計上を定置せしめたのである。では， I金融オプションから如何なる資産，

負債が生じるのか」に関し，代替的二つの選択肢を設定する。オプション契

約を， (a)潜在的交換取引において受取られるのであろう金融商品と引渡され

るであろう金融商品を資産および負債として認識するか， (b)潜在的交換取引

にともなう義務ないし権利を負債あるいは資産のどちらかかとして認識する

もので，この二つの選択肢はライターとホルダーに等しく適用される，とす

る。まず第一の方法はオプション契約を資産および負債として両建認識する

ものであり，資産は潜在的交換取引において受取るであろう金融商品であり，

負債は引渡される金融商品である。換言すれば，この方法はオプション契約

が既に行使されたか，行使されることが確実とみなして認識するものである。

この方法はオプション契約を無条件の売買契約として取扱うものであり，暗

に，プレミアムを対象商品の将来価格の確定のための支払ないし割賦購入の

当初支払とみなすのである。この方法は，ディープ・イン・ザ・マネー・オ

プション(“deep-in-the-money"option)にのみ適用されるとする主張もあ
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る。

第2の方法は負債または資産として認識するものである。ライターによっ

て引受けられる義務は負債として認識され，またライターはオプションにつ

いて資産を有しなし、。逆にホルダーは交換を要求する契約上の権利を資産と

してのみ認識することになる。すなわち，これは，金融オプションの定義の

とおりライターは金融商品を交換すべき義務を有し，権利を有しない。そし

て，ホルダーは潜在的に有利な条件で金融商品を交換する権利を有し，一方

義務を有しないのである。要するにこの方法は将来の交換取引とそれから生

じる便益や犠牲が条件つきであり，予測しがたい事象に依存していることを

認めるのである。

(2) 認識の時期

認識の次の問題はいつ認識されるべきかということである。『討議資料』

は金融オプションをその当初においてか，行使が確実に行われると判断され

るときか，というこつの問題を提起する。

第一の選択肢はオプション契約をその当初(inception)において認識す

るというものである。当初における認識の支持者はライターおよびホルダー

が負うリスクも潜在的可能性もまさにその時点に始まると主張するのであ

る。その認識可能な事象の証拠はホルダーは当該契約についてのプレミアム

を支払い，ライターは受取るのであり，それが各々の側の潜在可能性とリス

クを表している。さらにまた，オプション契約の価値の大部分はその消滅に

到る期間から生じる。この特性に関する情報はオプション契約をその当初に

おいて認識することによって伝達されるとする。

第2の代替的方法はオプション契約をその行使，したがって実体にとり将

来経済便益ないし犠牲が十分にありうると判断される場合，つまり，かなり

確実性が高いか，可能性がある場合にのみ認識を行うというものである。す

なわち，その時点までオプションは認識されず“オフ・バランスシート"と
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なる。もしこのオプションが認識されない場合は，契約について当初支払わ

れたか，また受取られたプレミアムはホルダーにとっての即時の費用ないし

損失として，またライターにとっての収益ないし利得として認識される。こ

のことが意味するように，このアプローチはオプションは行使されることな

く満期日に到るということを基本的に仮定するのである。オプションは条件

付交換であるから，この第2の代替的方法の支持者は多くのオプションの問

題は遇発事象の会計であると主張する。この主張は， FASB r財務会計基準

ステイトメント」第5号の規定するところでは，偶発債務は決済の確実性が

高く，それが合理的に見積られる場合に認識され，偶発債務が認識されるこ

とは稀である， というのである。

〔註〕

(1) FASB， Discussion Memorandum， para. 331. 

(2) 昂id.，para. 3.32，3，40. 

(3) 昂id.，para. 3.34. 

(4) 昂id.，para.3.41. 

(5) 昂似， para. 3.43. 

(6) 昂低， para. 3.41. 

3.測定の問題

(1) 初期測定

金融オプション契約によって生じる初期測定(initialmeasurement)およ

び事後測定 (subsequentmesurement)また認識解除(derecognition)の問

題は大きくその認識の方法に依存している。先のいかなる資産および負債が

オプションの結果生じるのかという選択肢の第 1の方法が選択されるとすれ

ば，特別の問題はない。すなわち，オプションにおける受取りないし支払
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いの額とは契約の見返りのプレミアムとして支払いまたは受取った現金の額

であり，この方法はその当初において認識され，オプションは行使が十分に

可能性があると判断されるときのみ認識されるオプションに対してより，よ

り容易に適用される，とされる (2)すなわち，支払および受取額主義=(収支

主義)(the amount received or paid alternative)がその一つである。その第

2法は，認識時の時価主義 (themarket-value-when-recognized a1ternative) 

で，通常の決済において転売により受け取る見込み金額をもって資産計上し，

また売建オプションについて，買戻しに際し支払う見込み金額をもって負債

に計上するとするものである。

(2) 事後測定=(期末評価)

つぎに事後測定についてはどうか。『討議資料』はこの問題について二つ

の基礎的代替的方法として，資産および負債を歴史的原価ないし時価に基づ

いて事後測定を行うという。この選択はオプションの将来経済便益および犠

牲の不確定性ゆえに困難な問題である。

歴史的原価法は，オプションの事後測定に関して，期間を通して償却，非

償却の如何にかかわらず歴史的原価に基づく場合である。つまり，オプショ

ンをその買建，売建にかかわらず，その計上を当初測定額(授受したプレミア

ムの額)の全部または一部を継続するのである。つまり，このコールおよび

プット・オプションの例に非償却の歴史的原価を適用すれば，資産，負債の

額はそれが当初記録された額で認識解除されるまで継承される。し、ま一つは，

保有オプションについて資産が消滅する性質を反映して償却するというもの

である。これについては売建オプションについては原価で据置くというもの，

また，売建て，買建ての両方とも，保険契約と同様に考えて，オプション期

間にわたって償却すべきとする考え方もある。

時価法は，事後測定を時価に基づく場合である。通常の観察可能な市場価

格で売買取引される商品については，それらの価格に基づく時価による事後
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測定は直接的であり，相場のない商品については，時価の見積りということ

が必要となるであろう。すなわち，オプションの価値は時間の経過や対象商

品の市場価格の変動予測といった多くの事項の影響を受ける。換言すれば，

オプション価値は一般に変動するのであるから，その変動に関する情報は投

資家と与信者にとって重要であるというのである (6)他方で，この方法は歴史

的原価測定に比べオプション期間中の損益計算書に「変動」を及ぼす。しか

し時価を支持する見地からは，満期前のオプション期間中にオプションが

行使されるか，売却される場合，その「変動」は減ぜられ，むしろ，歴史的

原価法の場合が，そのような認識解除時に一度に損益を計上し，計上利益に

大きな影響を与えるという (7)

以上のように， ~討議資料』はオプションの認識・測定問題に関して統一

的基準を提起しているわけではない。その理論的根拠を選択肢の中で提示す

る形式をとっている。これは， FASBにおける多様な判断と選択を可能と

する弾力的会計基準設定方式のこんにち的特徴を示唆するものであるが，オ

プション会計の基本的方向性と特徴はオプション契約の資産，負債のオンバ

ランス化と時価評価とが中心問題である。まず認識問題についていえば，一

つは資産・負債の両建計上である。これは，受取るべき商品と引渡すべき商

品とを資産，負債として両建計上するというもので，オプション契約をある

種の無条件の売買契約とみなすのである。ここでは，プレミアムは将来売価

の手付金の支払であるか，割賦販売における当初支払分とみなされるのであ

る。第二は，ライターの引受ける義務は負債として，ホルダーの権利は資産

として認識計上するというものである。

測定基準についてはどうか。プレミアムそのものが取引所に上場されて(株

式オプションのごとき)売買が行われ，時価が形成される。だが，この初期測

定の基本は契約においてプレミアムとして支払あるいは受取られた現金額で

ある。ある意味では，プレミアムは将来得る可能性のある利益の現在価値と

もいえるが， ~討議資料』は見積将来キャッシュ・フロー概念は採用しない
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とする(オプションはキャシュ・フローではなく交換を目的とするという)。オプ

ションの価値は理論的には，対象金融商品の現在価格と行使価格との差額が

主たる構成要素である。さらに時間的要素として，金利，価格の変動予測，

リスク回避の期待度などの時間的価値と称される要素があり，これらの変動

によりオプション価値は変動する。また満期日までの期日が長いほど変動性

が高くなりプレミアムは高くなるという，オプションの性質を根拠に時価評

価を論理づけるのである。

さらに『討議資料』は測定の実施上の問題についてつぎのようにいう。そ

の問題とは，歴史的原価に基づく測定についての実施上の問題として当初計

上額を償却すべきかどうかという点である。

原価据置きの場合を別とすれば，償却を行う場合の第一法は，金融商品の

認識と初期測定に続く，事後測定法は当初計上額の全額を期間中に定額償却

する方法である。このアプローチの利点はオプションが消滅する商品である

ことを認識することである。もし，オプション契約がこの方法で事後的に測

定されたとすれば，如何なる未実現損益もないしまた，オプションを消滅

させられるのはアウト・オブ・ザ・マネー (OTM)の状態であるから，この

方法は表示上の誠実性を示している，という。しかし，この方法の簡便性に

もかかわらず，オプションがイン・ザ・マネー(ITM)の場合は全額償却法

は不都合が生じる。

第2法は，歴史的原価の全額償却の代替的方法として，割引および変動価

値(=時間的価値)から生じる計上額のみを償却するというものである。す

なわち，この部分償却法はオプションの本源的価値は維持し，計上額の残り

の部分をその消滅時までに償却するのである。

つぎに，信用リスクの変動のみを認識する方法の代替的方法は保有オプシ

ョンの価値のすべての減少を認識するものである。この方法が低価法

Oower-of -cost -or-mar ket)であり，未実現損失は当期損益に認識され，未

実現利益は認識されない。このように，低価法とは，買建オプションの当初
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オプション料を資産に計上し，期末時のオプションの時価が資産計上額より

下落している場合は時価 (markedto market)を適用し，オプション時価

が資産計上額を上回つている場合は資産計上額を据え置く方法である (11)ま

た，この方法での売建オプションについては，当初売建オプション料を負債

に計上し，期末にオプション時価が負債額を上回っている場合は時価を適用

し，オプション時価が負債額を下回っている場合は負債額を当初計上額で据

置く高価法 (higherof proceeds or market value)で売建オプション負債が

測定されるとする。

つぎに，現在市場価格を基準とした測定の実施上の問題についてはどうか，

『討議資料』はいう。

多くの金融商品に関する現在市場価格は同等のオプション契約を含む取引

の市場価格によって容易に観察可能である。しかし公開取引されていないオ

プションの信頼できる市場価格を得るのはそれ程容易ではない。そのような

オプションにとって，この方法の適用にあたっては市場価値は主観的に決定

せられるか，見積りによらねばならない。オプション契約の現在市場価格の

見積方法として，比較可能金融商品価格法 (pricesof comparable in-

struments) ，ウイズ・アンド・ウィズアウト法 (with-and-withoutmethod)， 

オプション価格モデル法 (optionpricing models)を上げている;

また，この現在市場価値について，見積市場価値の測定にも困難を伴う場

合はどうか。そのようなオプションの測定方法の一つは，現在市場価格に部

分的に基づくことである。この方法は当初計上額を二つの部分，すなわち時

間的価値と本源的価値とに分解することである。そして時間的価値が償却さ

れる一方，オプションの現在本源的価値が MTM法で測定される。この償

却された時間的価値プラス市場本源的価値法 (amotized-time-value-pluse-

market-intrinsic-value method)は歴史的原価基準の一つである部分的償却

法としてのプ、ソト・オプションに関する結果と同じとなるとされる (4)以上は

時価法の代替的法であるが， w討議資料』は低価法や現在市場価値法自体も
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その一つにかかげている。

以上のように，オプション料の分解法としては，時間的価値と本源的価値

の2分法の他，本源的価値，割引効果およびボランティリティー価値の3要

素に分解する方法があるが，会計上は2分法によって分析できょう。それら

には時価的価値による評価，本源的価値による評価の他，それらの組合せに

よる評価である。一つには，時間的価値に期間配分原価法を適用し，本源的

価値に据置原価法を適用する組合せである。また，時間的価値に期間配分原

価法を適用し，本源的価値に低価法を適用する場合や，時価的価値に期間配

分原価法を適用し本源的価値に MTM評価を適用する組合せが提案され

たのである。

(3) 認識解除

『討議資料』は認識解除の要因となる事象として，満期，売却あるいは移

転，取り消し，または権利行使を上げている。これらの事象のうち，満期，

売却または移転，解約については，ホルダーの権利とライターの義務を測定

するために選択された属性に関係なく，オプションをいつ，し、かに認識する

かについて問題は生じない，とする。例えば満期に達したオプションがアッ

ト・ザ・マネーないしアウト・オブ・ザ・マネーであり，かつ時価で測定さ

れている場合，オプションの計上額はゼロとなり，その認識解除は何ら問題

はない。イン・ザ・マネー・オプションの保有者はその行使を行う。しかし，

もしイン・ザ・マネー・オプションが消滅させられるとすれば，ホルダーは

オプションの計上額相当の損失(又は費用)を，ライターの場合は利得(又は

収益)を認識することになる。かくて，権利行使による認識解除が問題とな

る。

まず権利行使の第一の問題は，金融オプションの行使と認識解除によって

いかなる資産，負債が発生するのか，またそれらは如何に測定されるのか。

行使によって，コールのホルダーおよびプットのライターは対象商品を受取
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り現金を支払う。すなわち，新規に得た金融商品が認識され初期測定される

とともに，行使されたオプション及び支払われた行使額が認識解除される。

逆に，コールのライターとプットのホルダーは受取った行使価格を認識し，

引渡した対象商品の認識解除を行うことになる。

両者の差異は，例えば買建コールについてみれば，交換によって取得され

た商品の現在市場価値はおそらく支払われた行使価格より大きく，一方，売

建プットについては，交換において取得された資産の現在市場価値は支払わ

れた行使価格を下回るであろう。もし，オプションが現在市場価値以外によ

って事後測定される場合，コールのホルダーは行使によって実現可能な利得

を得ることになる。

『討議資料』はコールのホルダーとプットのライターの行使についての認

識解除の方法は行使によって取得する対象商品をいかに初期測定するかに依

拠するとする。そうして，買建コール・オプションに関して，新規取得の金

融商品の初期測定法として5つを上げる。

a交換で支払った行使価格

b行使価格・プラス・オプション総計上額

C行使価格・プラス・オプションの現在本源的価値

d行使価格・プラス・オプションの初期計上額

e行使価格・プラス・オプションの初期本源的価値

また，売建プット・オプションの認識解除については，

a交換で支払った行使価格

b行使価格・マイナス・オプション総計上額

C行使価格・マイナス・オプションの現在本源的価値

d行使価格・マイナス・オプションの初期計上額

e行使価格・マイナス・オプションの初期本源的価値

第 l法:支払行使価格法:最も簡単な方法は，支払った行使価格で取得し

た商品を認識し初期測定し，オプションの計上総額を損失ないし費用，利
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得ないし収益を認識計上する。すなわち，コール・オプションの場合，行使

価格をもってオプション対象商品の受入額とする方法である。行使時におけ

る支払オプション料簿価をすべてオプション損失として認識し，行使価格と

して支出した額をもって商品の受入価格とするというものである(20)

第2法:行使価格・プラス(マイナス) ・オプション総計上額:コールの

ホルダーは保有オプションを認識解除し，交換での支払行使価格・プラス・

オプションの総計上額で取得商品が初期測定される。プットのライターにつ

いては，支払行使価格・マイナス・オプションの総計上額で測定されること

になる。

これは，オプション対象商品の取得に要した支出合計額をもって受入価額

とするもので，受入価額は行使価格と当初支払オプション料の合計額となる。

オプション料が原価法で評価されている場合，行使時における支払オプショ

ン料、簿価と行使価格との合計額が受入価額となる。

第3法:行使価格・プラス(マイナス) ・オプションの現在本源的価値:

コールの保有者は取得した商品を支払った行使価格・プラス・オプションの

現在本源的価値をもって認識しまた測定する。そうしてオプションの計上

簿価とに差額が存在する場合は損失または費用として認識する。プットのラ

イターについては，この方法は支払い行使価格・マイナス・本源的価値であ

る， とする。

要するに，この選択肢は権利行使時における対象商品の時価をもって受入

価額とするものであり，受入価額は，行使価格と行使時本源的価値とからな

る。つまり，オプション料は分解されており，たとえば，本源的価値が

MTM評価されている場合，行使時における本源的価値部分のオプション料

簿価と行使価格との合計額を受入価額とし，残余のオプション料簿価を損益

として認識する。オプション料の評価が上記以外の場合，行使時の支払オプ

ション料簿価と行使時の本源的価値との差額を損益として認識し，行使時の

本源的価値と行使価格を合算し受入価額とするというものである。
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第4法:行使価格・プラス(マイナス) ・初期計上額および行使価格・プ

ラス(マイナス) ・初期本源的価値法:この選択肢はコールのホルダーは新

規に取得した商品を交換において支払った行使価格・プラス・コール・オプ

ションの初期計上額(すなわち，行使価格・プラス・当初において支払ったオプシ

ョン・プレミアム)で認識し，測定しそうしてオプションの当初価値と現在

価値との差額を損益として認識する。またこの方法では，プット・オプショ

ン・ライターは対象商品を行使価格・マイナス・オプションの初期計上額に

よって認識し，初期測定することになるケこの方法は，オプション買建時に

おけるオプション対象の時価をもって受入価額とする方法であるといえる。

すなわち受入価額はオプション対象の時価，すなわち「行使価格+買建時本

源的価値」であるから，本源的価値が原価法で評価されているときは，行使

時における本源的価値部分の支払オプション料簿価と行使価格を合計して受

入価額とし，時間的価値部分の支払オプション料簿価を損益として認識する。

オプション料が原価法以外の場合，買建時の本源的価値と行使時のオプショ

ン料簿価との差額を損益として認識することになる。

以上にみたように，買建プットや売建コールの権利行使に伴う認識解除は，

結果としての交換において受取った資産は現金であり，初期測定は明瞭であ

るから特に問題はない。したがって，すべての認識解除の代替的処理法に関

しての純利益への会計効果は買建プットおよび売建コールについて同じであ

る。すなわち，現金を受取り，対象商品およびオプション契約は認識解除さ

れねばならない。かくて，唯一の問題は対象商品の売却の効果を如何に表示

するかにある。すなわち，オプション行使による損益と資産売却による損益

とを分離するか，一緒に表示するかが問題である。
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おわりに

経営と経済

以上にみたように，オプション会計の基本的特徴の一つは，オプション契

約それ自体の契約時における資産，負債計上にある。『討議資料Jは認識を

円、かなる (what)金融資産ないし負債をいつ (when)認識するか」と定

義し，潜在的交換において受取るであろう金融商品を資産として，また引渡
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すであろう金融商品を負債として，資産，負債の両建か，資産または負債の

どちらかとして認識計上することを提唱したのである。オプション契約にお

いて，ホルダーはオプション権を取得し，ライターは義務を負う。オプショ

ン料は，このような権利・義務の対価であり， したがって権利行使が行われ

るまで収益，費用として認識しないで，資産・負債として計上する，という

ものである。

では，これらの資産，負債はいかに測定されるのか， w討議資料』は，初

期測定，事後測定，そして認識解除なる概念を導入した。同書は初期測定に

ついて，収支主義と時価主義を対置した。両者は金額的には同じであるが，

初期測定において伝統的原価主義を破る時価主義の概念をとり入れるところ

にその特徴が見出されるのである。

つぎに，事後測定についてはどうか。オプション料を資産に計上した場合，

決算日における評価が問題となる。『討議資料』は事後測定についても，原

価主義と時価主義とを対置せしめる。そうして，前者については，原価据置

法の他，全額償却法，部分償却法を提示し，また低価法のほか，時価法につ

いては部分償却・プラス・時価法，現在市場価値法という代替的方法を提示

したのである。これらの方法の基礎を構成しているのは資産についてみれば，

原価法，低価法，および MTM評価であり，現在市場価値法である。この

うち，特に MTM評価とは，買建オプションであれば，当初オプション料

を資産に計上し，その後はオプション料の時価の変動にともなって日々に評

価替えを行う方法で，通常は期末時の時価を適用する(2)というものである。

明らかにこれは時価評価であり，低価法が未実現費用のみを損益認識するの

に比し， MTM法においては未実現利益をも認識することになるのであ

る。

また，認識解除についても， w討議資料』は，認識解除となる事象を満期，

解約，売却ないし譲渡，および権利行使を上げる。権利行使を例にとれば，

行使によって新規に受入れた対象商品(現物)を認識すると同様に，支払オ
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プション料(資産)と行使価格(現金)とが認識解除される。オプションの

最終の会計処理の基本は，対象商品の受入価額の測定である。行使価格とし

て支出した額をもって単純に対象商品の受入価額とする行使価格法の他，11討

議資料』が掲げる他の4つの方法は，その基本は時価評価によっている。問

題は，その評価法の如何に従って，認識解除額と新規認識計上額の差額とし

ての損益額が異ってくることである。オプション会計の基本的特徴はオプシ

ョン料支払額(受取額)の即時費用，収益計上に対置される資産，負債の「オ

ンパラス」化と時価評価にある。オプション会計の初期測定，事後測定，認

識解除を一貫しているのは時価評価であり，とりわけ後者2つの段階におい

て，いかなる評価(測定)方法が採用せられるかによってオプション取引に

かかわる費用，収益の認識時期とその金額とが異ってくる処にオプション会

計のもつ会計的意味があるとみられるのである。
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